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令和４年(2022年)９月22日 

八王子市議会議長 

吉 本 孝 良 殿 

 

文教経済委員長 

若 尾 喜美絵 

 

文教経済委員会所管事務調査報告書 

 

本委員会の所管事務について、調査内容を下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１．所管事務調査事項（テーマ） 

児童生徒の登校支援～マンパワーとＩＣＴの活用～ 

 

２．調査目的 

本市の不登校児童・生徒数は1,000人を超える水準で推移しており、大きな課題とな

っている。 

   また、近年では不登校の原因が複雑化し、個々のケースへの対応に多くの時間を要す

る状況であるが、教育現場からは、十分に対応する人的余裕がないとの声が上がってお

り、個々の児童・生徒が抱える課題を受け止め適切に支援できる体制をつくり、不登校

が生じない学校づくりやその子に合った登校支援の充実が求められている。 

また、児童・生徒にタブレット端末が配布され、八王子市版ＧＩＧＡスクール構想が

推進される中、ＩＣＴの活用による学びの充実や登校支援の在り方も今後の課題であ

る。 

こうした背景を踏まえ、本委員会では、児童・生徒の登校支援の在り方について、人

的資源の充実とＩＣＴの活用の視点から調査研究を実施する。 

 

３．調査経過概要 

 ⑴ 現状把握 

   調査研究の開始にあたり、まず、不登校の実態把握と課題抽出に向け、市教育委員会

から現状報告として、小学校・中学校における不登校の状況やその要因、不登校に対す

る取組の現状について説明を受けた。 

次に、マンパワーに関する事項については、現場の声及び専門的視点から話を聞くこ

とが必要であると考え、登校支援に関わる市職員との意見交換会を開催した。 
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講師には、本市登校支援チームの心理相談員及びスクールソーシャルワーカー（以下

ＳＳＷ）を招き、それぞれの立場から不登校問題の捉え方や取組の推移、不登校対策の

現状と課題について話を伺った。 

その中で、子どもたちが安心して通える学校づくりがまず重要であり、登校支援では、

子どもたちの意思を尊重しつつも、将来的な社会的自立を目指した支援が大切である

こと。国は、多様化・複雑化する不登校への支援策として、ＳＳＷの配置により、児童・

生徒、家庭、学校への支援を充実していく方針を示しているが、本市においても、ＳＳ

Ｗの人材確保や人材育成が大きな課題となっていることが明らかになった。 

 

 ⑵ 先進事例の調査 

  ア．株式会社クラスジャパン学園（オンライン視察） 

「自宅で学ぶ小・中学生のためのネットスクール」をコンセプトに活動している株

式会社クラスジャパン学園に講演を依頼し、話を伺った。 

オンラインを活用した学習支援の他、安心できる居場所の提供、在籍学校との連携、

家庭へのサポートなどの取組が行われており、ＩＣＴ活用による多様な学びの可能

性を実感した。また、フリースクールにおける学びの出席扱いと学習評価の在り方に

ついては、今後の課題であることもわかった。 

  イ．静岡市（オンライン視察） 

静岡市教育委員会より「総合的な不登校対策の推進について」話を伺った。全国に

比べて高い不登校発現率となっていた同市では「どの子も置き去りにしないアウト

リーチ型支援体制」の構築を目指し、以下の取組を行っている。 

①大学との連携で不登校対応研修プログラムを開発し、市内全教職員への研修 

②児童・生徒の不登校の状況や変化をリアルタイムに把握できるシステムを活用

し、全ての児童・生徒に支援が届く取組 

③学校には登校できるが普通教室へ通えない子を対象に、別室指導教室の充実 

④適応指導教室でのＩＣＴ教材の活用 

⑤不登校児童・生徒の家庭への訪問及び面談を行う、訪問教育相談員事業の実施 

不登校の段階ごとに具体的な対策を推進しており、本市での取組を検討してい

く上で、非常に示唆に富んだ視察となった。 

【視察後の議論と取り組み】 

静岡市の登校支援策の視点を参考にしながら、市教育委員会から本市の学校にお

ける状況について報告を受けるとともに、総合的な視点から登校支援を進めていく

ことの重要性を踏まえ、市の取組の現状と課題を整理し、今後の調査研究の方向性に

ついて検討を行った。 

その結果、行政視察において先進事例の取組を学ぶ中で、本市の登校支援策につい

て深く考察していくことが有効であるとの議論となった。 
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ウ．一般社団法人福岡県スクールソーシャルワーカー協会（行政視察） 

スクールソーシャルワーカー事業の充実と発展、専門性の向上と人材育成に取組

んでいる「一般社団法人 福岡県スクールソーシャルワーカー協会」の先進的な活動

について、話を伺った。当協会では大学の教員がＳＳＷとして学校で実践をしつつ、

福岡県全体のＳＳＷの活動状況についても調査研究を行うなど、学術と実践の両輪

での取組みが行われている。 

①不登校の未然防止と早期発見・早期対応に向けて 

福岡市教育委員会で取組んでいる、ＳＳＷを中学校区巡回型で小学校を拠点に配

置する体制づくりを事例に、小学校と中学校との連携、ＳＳＷによる学校内での子ど

もの居場所づくり、また、ＳＳＷをより身近に感じてもらい、子どもたちが日頃から

気軽に相談しやすい体制づくりの有効性について話を伺い、本市のＳＳＷによる支

援体制の強化を考える上で、新たな視点を頂いた。 

②ＳＳＷの人材育成と人材確保について 

ＳＳＷ協会では実践と学術的知見を兼ね備えた人材が、スーパーバイザーとして

福岡県下のＳＳＷの研修を行っている。人材育成に向けてスーパーバイザーの果た

す役割や困難事例の研究と研修の重要性など、話を伺った。さらに、ＳＳＷの人材確

保に向けては、雇用環境の改善も重要であることも確認でき、本市のＳＳＷの体制強

化に向けて大きな示唆を頂いた。 

  エ．熊本市（行政視察） 

「ＩＣＴ教育日本一」を目指し、教育現場でのＩＣＴ活用を積極的に行っている熊

本市の取組を視察した。 

同市では、教員のＩＣＴ活用指導力を向上させるため「ＩＣＴ活用推進研修パック」

を策定し、「教えてもらう授業」から「自分で学び取る授業」を目指して、学校を挙

げて取り組む機運の醸成と体制の整備を行っている。個別最適な学びと協働的な学

び、楽しい学校教育を目指した取組について伺い、登校支援におけるＩＣＴ活用の可

能性を改めて実感することができた。 

オ．認定ＮＰＯ法人カタリバ（オンライン視察） 

シェア型オンライン教育支援センター事業の取組について、認定ＮＰＯ法人カタ

リバの方から話を伺った。カタリバでは、不登校支援のリソースを補う新たな手法と

して、オンラインを活用し、人材やプログラムを自治体を超えてシェアする取組をし

ており、不登校の児童・生徒一人ひとりに個別指導計画を作成し、専門家も含め、複

数の人材が関わる形で支援する体制が取られている。こうした民間の教育団体の先

進的取組は、本市の適応指導教室におけるＩＣＴを活用した相談・支援体制の検討に

向け、非常に参考になった。 
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⑶ 提言に向けた協議 

上記のような活動を経る中、本委員会では、登校支援の充実に向けて提言内容を検討し

ていくにあたり、以下の考えをまず確認した。 

本市では不登校の児童・生徒の増加傾向が続き、コロナ禍で社会や生活様式が大きく変

化する中、さらに不登校が増加している。不登校はどの児童・生徒にも起きうることを認識し、

子どもたちにとって安心して楽しく通える学校づくりを進めるとともに、不登校の未然防止や

早期発見、早期対応に向けた取組が重要である。そのためには、マンパワーの充実と ICTの

活用を図り、誰一人取り残さない、将来的な社会的自立につなげる支援を目指し、登校支援

の充実を図っていくことが重要である。 

また、登校支援では、教員、学校、SSW や SC などの専門家、教育委員会や地域など、

様々な人的資源が有機的に連携していくことが重要であるが、今回の調査研究では、専門

職であるＳＳＷに焦点を当て議論することとし、「ＳＳＷの体制の強化」「児童・生徒の状

況を適切かつ効率的に把握できるシステムの導入」「オンライン登校支援プログラムの作成と

学びの保障」の三つを柱に、課題を整理し、提言に向け具体的内容について協議を行った。 

 

ア．スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の体制強化 

福岡県スクールソーシャルワーカー協会の取組を振り返りながら、本市のＳ 

ＳＷの体制について考察した。 

〔現状及び課題と協議内容〕 

ＳＳＷは登校支援の面で大きな役割を担っており、今後は国が示す中学校区一人

の設置目標を踏まえ、不登校の未然防止や早期発見・早期対応が実現できるよう、Ｓ

ＳＷの増員をさらに図ることが必要である。 

本市では派遣型でＳＳＷの活動が行われており、ＯＪＴを中心に人材育成が行わ

れている。国は人材育成に向け、スーパーバイザーの設置を求めているが、本市のス

ーパーバイザーの活用状況は年に数回、外部の医療や福祉の専門家によるスーパー

バイズを受けるものである。今後は、専門的資質の向上に向け、日常的にスーパーバ

イズを受けることができるよう、経験豊富なＳＳＷを SSW の上位職、「統括ＳＳＷ」

として配置することが必要である。これにより、困難事例に対する組織的な対応力の

向上も図ることが可能と考える。 

雇用環境については、本市のＳＳＷは全員、会計年度任用職員であり、経験年数の

長いＳＳＷが少ない状況であり、人材確保に向けて改善を図っていくことが重要で

ある。そのため、「統括ＳＳＷ」を正規雇用とし、雇用の安定化を図ること。また、

ＳＳＷが意欲をもち、長期に渡り継続的に働くことができるよう、処遇改善が必要で

ある。 

配置体制について、現状では１ヵ所の拠点からの派遣型で活動を行っているが、将

来、ＳＳＷの増員が図られた際には、新たな拠点を設置し、効率的に派遣できる体制
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を整備することが必要である。また、現状では訪問先への移動時間が課題であること

から、オンライン相談の導入、オンライン会議の実施により、限られた人的資源の有

効活用を図っていくことが重要である。 

最終的には、ＳＳＷの配置は「中学校区巡回型（小学校拠点）」を目標とし、ＳＳ

Ｗが子どもたちにとって身近で、気軽に相談できる存在となり、また、学校内におけ

る子どもの居場所づくりや、中学校区内における学校間の連携強化等、体制強化に取

り組んでいくことが重要であるとの議論を行った。 

 

イ．児童・生徒の状況を適切かつ効率的に把握できるシステムの導入 

不登校の未然防止や不登校の早期発見・早期対応に向けては、子どもたちの状況や変

化について、日々適切に効率よく把握していくことが重要であるとの認識を共有し、静

岡市のオンライン視察の内容を振り返りながら、本市のシステムについて協議した。 

〔現状及び課題と協議内容〕 

本市においては、校務支援システムで、児童・生徒の出欠席の状況を把握し、個票

システムにより、不登校児童・生徒または配慮が必要と判断される者の状況把握が行

われている。また、個票システムは、個々の状態を詳細に記載できる様式であり、数

値化された指標が導入されており、その記載内容は学校と教育委員会で共有されてい

る。 

課題としては、児童・生徒の状況を２つのシステムにより管理している状況であ

り、教員への負担が懸念される他、学校や教育委員会において、個票システムに記載

されている事項やその変化について、日々確認することが難しいシステムである点が

挙げられた。 

その改善に向け、校務支援システムと個票システムを統合した、児童・生徒の状況

を適切かつ効率的に把握できるシステムを導入し活用を図ることで、個々の児童・生

徒に必要な支援をタイムリーに充実させていくことができると考える。また、同シス

テムの活用により、不登校の状況や変化について、全体像をリアルタイムで把握する

ことで、市の施策展開がしやすくなり、その評価につなげることも可能と考えるとの

議論を行った。 

 

ウ．オンライン登校支援プログラムの作成と学びの保障 

ＩＣＴを活用した学びや登校支援策の充実に向け、熊本市での視察内容や認定ＮＰ

Ｏ法人カタリバによるシェア型オンライン教育支援センターの取組内容を振り返りな

がら、協議を行った。 

〔現状及び課題と協議内容〕 

学びの保障に向け、多様な学びの機会を確保していくことが求められており、民間の

教育機関の活用も視野に入れることが必要であるが、一方でフリースクールの授業料
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は高額であることから、まず、公的な相談・学習支援策を充実させることが重要である。 

本市では適応指導教室における相談・学習支援が実施されているが、遠くて通えない

子どももおり、利用者は限られている。そこで、適応指導教室においてＩＣＴを活用し、

全ての不登校の児童・生徒への相談・学習が保障されるよう、体制整備をしていくこと

が必要である。 

適応指導教室での指導やコンテンツについては、民間の教育団体の先進的な取組を

視野に入れ、オンライン、対面双方での支援の充実を図っていくことが重要である。 

また、相談や学習支援につながらず家庭で過ごしている不登校の児童・生徒が多い中、

子どもやその保護者が孤立・孤独感に陥ることなく、相談や支援につながれるよう、Ｉ

ＣＴを活用し、児童・生徒や保護者との連絡や交流、相談などのコミュニケーションを

図っていくことも重要な取組である。 

さらに、ＩＣＴの活用により、児童・生徒がどこにいても学びの継続ができるよう、

授業の内容等を共有できるような環境整備を図っていくこと。そのための動画等のコ

ンテンツの作成にあたっては、本市の教員を中心に、デジタル関連の職員を含めてプロ

ジェクトチームをつくるなど、本市のマンパワーの活用を図っていく体制を作ってい

くことも可能であるとの議論が行われた。 

 

以上のような協議を踏まえ、提言内容を下記「４．提言」のとおり取りまとめた。 

 

４．提 言 

  別紙「「児童・生徒の登校支援」に関する提言」のとおり 

本提言は本委員会の総意として議長へ提出する。 

 

５．今後の課題として 

ＩＣＴ活用のメリットを最大限生かし、不登校の児童・生徒への支援策の充実を図る

よう提言したが、一方で、ＩＣＴは万能ではなく、その限界性やデメリット、オンライ

ン上でのいじめ、健康への影響など、ICT活用の効果と弊害を踏まえ、教育活動を行っ

ていくことが不可欠である。 

特に社会の中では対面によるつながりの重要性が極めて高いことも考慮した上で、

子どもたちの社会的自立に向けた道筋をつけていくことも大切である。 

また、不登校の児童・生徒の学びの継続に向け、フリースクールなど民間の教育機関

の活用を図っていくことも、選択肢として挙げられるが、現行の制度下では授業料は全

額自己負担であり、経済的負担が大きく、希望しても通うことができない家庭もあるこ

とから、多様な学習機会の保障に向けて、支援のあり方を今後も検討していくことが必

要である。 
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６．調査日・案件等 

  令和３年６月15日 委員会   所管事務調査事項（テーマ）について協議・決定 

      ６月24日 本会議   所管事務調査事項（テーマ）を議決 

      ８月20日 委員会   市からの報告・協議 

案 件：児童・生徒の登校支援に関する本市の取組

等について 

      ９月９日 委員会   今後の調査・研究の進め方について協議 

      10月20日 意見交換会 相手方：登校支援に関わる市職員 

（心理相談員、スクールソーシャルワーカー） 

テーマ：本市における登校支援の現状について 

           行政視察  視察先：株式会社クラスジャパン学園 

          （オンライン）テーマ：ＩＣＴを活用した登校支援の取組について 

      11月16日 委員会   市からの報告・協議 

                 案 件：児童・生徒の登校支援に係るＩＣＴの活用状 

況等について 

  令和４年１月24日 行政視察  視察先：静岡市 

          （オンライン）テーマ：総合的な不登校対策の推進について 

      ２月24日 委員会   委員間協議（静岡市の視察について、調査研究の 

方向性についてなど） 

      ５月10日 行政視察  視察先：熊本市 

                 テーマ：ＧＩＧＡスクール構想に伴うＩＣＴの活用 

                     について 

      ５月12日 行政視察  視察先：福岡県スクールソーシャルワーカー協会 

                 テーマ：スクールソーシャルワーカーの活用促進につ 

いて 

      ５月26日 委員会   提言のとりまとめに向けた委員間協議 

      ６月15日 委員会   市からの報告・協議 

                 案 件：本市の登校支援ネットワークについて 

委員間協議（提言のとりまとめについて） 

      ７月22日 行政視察  視察先：ＮＰＯ法人カタリバ 

          （オンライン）テーマ：不登校児童・生徒に対するオンライン授業

について 

委員会   委員間協議（提言書の文案について） 

      ８月22日 委員会   委員間協議（所管事務調査報告書の文案について） 

      ９月９日 委員会   所管事務調査報告書の文案確認 

 



8 

７．委員名簿 

 委員長  若尾喜美絵 諸 派 

 副委員長 小林 秀司 自民党新政会 

 委 員  星野 直美 市民クラブ 

 委 員  梶原 幸子 自民党新政会 

 委 員  鈴木 基司 自民党新政会 

 委 員  安藤 修三 立憲民主・市民の会 

 委 員  石井 宏和 日本共産党八王子市議会議員団 

 委 員  日下部広志 八王子市議会公明党 

 委 員  荻田 米蔵 八王子市議会公明党 


